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令和７年度木津川市水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和７年度木津川市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１）給 水 戸 数       ３３，４００戸 

 （２）年間総配水量    ８，４５０，０００㎥ 

 （３）１日平均配水量       ２３，１５１㎥ 

 （４）主要な建設改良事業 

    ① 水道管路及び設備更新事業 

    ② 山城浄水場更新事業 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

 第１款 水道事業収益        １，８９３，３３１千円 

  第１項 営 業 収 益       １，３１４，６９６千円 

  第２項 営業外収益         ５７８，６３４千円 

  第３項 特 別 利 益               １千円 

 

支     出 

 第１款 水道事業費用        ２，０００，３０９千円 

  第１項 営 業 費 用       １，９６６，４７７千円 

  第２項 営業外費用          ３０，２８７千円 

  第３項 特 別 損 失             ５４５千円 

  第４項 予 備 費           ３，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額（翌年

度以降の支出の財源に充当する額４００，０００千円を除く）が資本的支出額に対し

不足する額７８５，１８８千円は過年度分損益勘定留保資金で補てんするものとす

る。） 
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収     入 

 第１款 資本的収入           ４７５，６１２千円 

  第１項 諸 分 担 金          ３２，１５４千円 

  第２項 工事負担金          １２，６２８千円 

  第３項 企 業 債         １１０，０００千円 

  第４項 他会計出資金          ２０，４００千円 

  第５項 他会計補助金             ４３０千円 

  第６項 基金繰入金         ３００，０００千円 

 

支     出 

 第１款 資本的支出           ８６０，８００千円 

  第１項 建設改良費         ７６７，９２８千円 

  第２項 企業債償還金          ８９，８７２千円 

  第３項 予 備 費           ３，０００千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定 

める。 

 

事  項 期 間 限度額 

水道メーター検針等関連業務 
令和７年度から 

令和１０年度まで 
76,746千円 

水道料金システムハンディターミ

ナル更新業務 

令和７年度から 

令和８年度まで 
13,840千円 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定 

 める。 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

原浄水設備

改良事業 
110,000千円 

 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

 

年４．０％

以内（ただし、

利率見直し方

式で借り入れ

る資金につい

て、利率の見

直しを行った

後 に お い て

は、当該見直

し後の利率） 

 政府資金につい

ては、その融資条件

により、銀行その他

の場合にはその債

権者と協定すると

ころによる。 

 ただし、企業財政

の都合により据置

期間及び償還期限

を短縮し、又は、繰

上償還若しくは低

利に借換すること

ができる。 

計 110,000千円 ―   ―     ― 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

 （１） 水道事業費用 営業費用と営業外費用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけ

ればならない。 

 （１） 職員給与費           ２０８，０１５千円 

 

（他会計からの補助金） 

第９条 水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

４４８千円である。 
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（たな卸資産の購入限度額） 

第１０条  たな卸資産の購入限度額は、７，０００千円と定める。 

 

 

令和７年２月２５日提出 

 

                      木津川市長  谷口 雄一 
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重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

1 重要な会計方針に係る事項 

 

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法 

先入先出法による原価法とする。 

 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

  ・有形固定資産 

    定額法により減価償却を行う。 

    主な耐用年数  建物      １０年～５０年 

            構築物     １０年～６０年 

            機械及び装置   ８年～２０年 

            工具・器具・備品 ４年～１５年 

            車両運搬具    ４年～６年 

   

（３） 引当金の取り崩し及び計上方法 

  ・退職給付引当金 

      水道事業会計は、毎年度、京都府市町村職員退職手当組合に対して一

定の負担金を支出しており、将来においてその負担金を超える費用は

発生しないため、引当金は計上していない。 

 

・賞与引当金・法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給とそれらに係る法定福利費の支出

に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に

属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

 

・貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能と見込まれる額を

計上している。 

 

（４） 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により処理をしている。 
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２ 予定キャッシュ・フロー計算書に係る事項 

 

予定キャッシュ・フロー計算書の作成方法 

作成方法は、間接法により作成する。 

 

３ 予定貸借対照表等に関する事項 

 

（１） 企業債に関する事項 

 貸借対照表に計上される企業債（当該年度末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれ

る額は、３５５，２０４千円である。 

 

（２） 引当金の取崩し 

 貸倒引当金を取り崩す場合、取り崩す額を貸倒引当金から減額し、同

額を未収金から減額する見込みである。 

また、翌年度６月に賞与等引当金から１５，４０８千円を取り崩し、

賞与等を支払う見込みである。 

      

４ セグメント情報 

 

セグメントの概要 

木津川市水道事業会計では、水道事業の単一セグメントのため、記載を

省略している。 

 



（１）　収　　　　入

予　定　額

1. 水道事業収益 １,８９３,３３１

1 .営業収益 １,３１４,６９６

1 .給水収益 １,３１１,２９７

2 .受託工事収益 １

3 .他会計負担金 １,８８２

4 .その他営業収益 １,５１６

2 .営業外収益 ５７８,６３４

1 .受取利息 １

2 .下水道負担金 ６４,６８５

3 .他会計負担金 ７,９４２

4 .他会計補助金 １８

5 .長期前受金戻入 ５０３,６４９

6 .引当金戻入益 １

7 .雑収益 ２,３３８

3 .特別利益 １

1 .過年度損益修正益 １

１,８９３,３３１

（２）　支　　　　出

予　定　額

1. 水道事業費用 ２,０００,３０９

1 .営業費用 １,９６６,４７７

1 .原水及び浄水費 ８０９,１７５

令和７年度木津川市水道事業会計予算実施計画

１．収益的収入及び支出

款 項 目

収　　入　　合　　計

款 項 目
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（単位：千円）

1 .水道料金 １,３１１,２９７

1 .給水装置工事収益 １

1 .他会計負担金 １,８８２ 消火栓維持管理費分

1 .手数料 １,４１６ 指定手数料、設計審査手数料、工事検査手数料

2 .雑収益 １００

1 .預金利息 １

1 .下水道負担金 ６４,６８５ 下水道使用料徴収委託料　他

1 .一般会計負担金 ７,９４２ 児童手当分、企業債利子償還金分

1 .一般会計補助金 １８ 過疎対策事業債利子償還金分

1 .長期前受金戻入 ５０３,６４９ 減価償却費分、除却費分　他

1 .引当金戻入益 １

1 .不用品売却益 １

2 .有料広告等収益 １,２７１ 有料広告料、ネーミングライツ料

3 .その他雑収益 １,０６６ 職員駐車場使用料　他

1 .過年度損益修正益 １

（単位：千円）

1 .給料 ２２,５９９ 職員５名分

2 .手当 １０,９４６

3 .賞与引当金繰入額 ３,５１６ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 .法定福利費 １０,１６４

5 .法定福利費引当金繰入額 ７０６ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

6 .備消品費 １,１５１

備　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

2 .配水及び給水費 １８６,５２０

3 .総係費 １６３,９０５

款 項 目
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7 .委託料 ８０,５８１ 水質検査業務委託料、機械装置保守点検業務委託

料、宿日直業務委託料、施設植栽管理業務委託料

8 .手数料 ３,８９６ 電気保安及びデマンド監視手数料　他

9 .賃借料 ５２０

10 .修繕費 ３２,９７２ 浄水施設修繕費　他

11 .動力費 １４２,８９１ 電気代

12 .薬品費 ６,３５５ 次亜塩素酸ナトリウム　他

13 .受水費 ４９２,８７８ 京都府 478,067千円

奈良市 14,811千円

1 .給料 １５,００８ 職員４名分

2 .手当 ８,４１５

3 .賞与引当金繰入額 ２,０３０ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

4 .法定福利費 ６,００９

5 .法定福利費引当金繰入額 ４０４ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

6 .被服費 ２１５

7 .備消品費 １,２７４ 給水修理用部品　他

8 .燃料費 １,４３７ 公用車燃料費　他

9 .印刷製本費 １８９

10 .受託工事費 １

11 .委託料 ４８,８６０ 漏水修理対応業務委託料、情報システム整理委託料

12 .賃借料 ６,４８５ テレメータ回線使用料、積算システムリース料　他

13 .修繕費 ９４,３４９ 配給水管修繕費、配水施設修繕費、量水器取替　他

14 .路面復旧費 ７１

15 .材料費 １,７７３ 修繕工事材料

1 .報酬 ９,２９３ 会計年度任用職員４名分、審議会委員報酬

2 .給料 ２９,９００ 職員８名分

3 .手当 ２２,４５１

4 .賞与引当金繰入額 ４,１００ 翌年度賞与分（１２月～３月分）

5 .法定福利費 １６,２９９

6 .法定福利費引当金繰入額 ８１０ 翌年度法定福利費分（１２月～３月分）

7 .旅費 ３２８ 出張旅費、費用弁償

8 .備消品費 １,５８６ 事務用品　他

9 .燃料費 ７８ ガス代

10 .印刷製本費 ５,２３２ 水道料金納入通知書印刷費　他

備　　　　　　　　　　考
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予　定　額

4 .減価償却費 ７９９,５８７

5 .資産減耗費 ７,２４０

6 .その他営業費用 ５０

2 .営業外費用 ３０,２８７

1 .支払利息 ２０,２８６

2 .雑支出 １０,００１

3 .特別損失 ５４５

1 .過年度損益修正損 ５４５

4 .予備費 ３,０００

1 .予備費 ３,０００

２,０００,３０９

款 項 目

支　　出　　合　　計
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11 .通信運搬費 ８,１４３ 電話料金、水道料金納入通知書郵送料　他

12 .委託料 ４８,６５３ 検針(点検)業務委託料、宿日直業務委託料、機器

保守点検業務委託料、開閉栓業務委託料　他

13 .手数料 １２,４９５ 水道料金収納手数料　他

14 .賃借料 １,６８８ 機器リース料　他

15 .修繕費 １,０６５ 機器修繕費

16 .補償金 ５０

17 .研修費 １３７ 職員研修費

18 .厚生費 ５

19 .負担金 ３８５ 日本水道協会会費、入札業務関係負担金　他

20 .保険料 １,０１１ 水道賠償責任保険料、自動車損害保険料　他

21 .公課費 １９６ 自動車重量税　他

1 .有形固定資産減価償却費 ７９９,５８７ 通常分 301,561千円

長期前受分 498,026千円

1 .固定資産除却費 ６,９４０ 配水管撤去等に伴う除却費

2 .たな卸資産減耗費 ３００

1 .雑支出 ５０

1 .企業債利息 ２０,２８６

1 .消費税及び地方消費税 １０,０００

2 .その他雑支出 １

1 .過年度損益修正損 ５４５ 水道料金還付金

1 .予備費 ３,０００

備　　　　　　　　　　考
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（１）　収　　　　入

予　定　額

1. 資本的収入 ４７５,６１２

1 .諸分担金 ３２,１５４

1 .加入金 ２２,１５４

2 .分担金 １０,０００

2 .工事負担金 １２,６２８

1 .工事負担金 １２,６２８

3 .企業債 １１０,０００

1 .企業債 １１０,０００

4 .他会計出資金 ２０,４００

1 .他会計出資金 ２０,４００

5 .他会計補助金 ４３０

1 .他会計補助金 ４３０

6 .基金繰入金 ３００,０００

1 .基金繰入金 ３００,０００

４７５,６１２

２．資本的収入及び支出

款 項 目

収　　入　　合　  計

－13－



（単位：千円）

1 .加入金 ２２,１５４

1 .分担金 １０,０００ 水道事業分担金

1 .工事負担金 １２,６２８ 下水道工事負担金　他

1 .水道事業債 １１０,０００ 水道事業債105,000千円、過疎対策事業債5,000千円

1 .一般会計出資金 ２０,４００ 統合した簡易水道事業起債元金償還金分

1 .一般会計補助金 ４３０ 過疎債対策事業債元金償還分

1 .基金繰入金 ３００,０００ 水道事業財政調整基金繰入金

備　　　　　　　　　　考
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（２）　支　　　　出

予　定　額

1. 資本的支出 ８６０,８００

1 .建設改良費 ７６７,９２８

1 .原浄水設備改良費 １９２,１８７

2 .配水及び給水設備改良費 ５７１,７８０

3 .固定資産購入費 ３,９６１

2 .企業債償還金 ８９,８７２

1 .企業債償還金 ８９,８７２

3 .予備費 ３,０００

1 .予備費 ３,０００

８６０,８００支　　出　　合　  計

款 項 目
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（単位：千円）

1 .旅費 １５

2 .委託料 ４０,７６７ 非常用発電機パワーセクション交換等業務　他

3 .工事請負費 １５１,４０５ 吐師受水場高圧機器取替更新工事　他

1 .給料 ２０,６０８ 職員５名分

2 .手当 １１,２６０

3 .賞与引当金繰入額 ３,２０３

4 .法定福利費 ９,６５５

5 .法定福利費引当金繰入額 ６３９

6 .委託料 ９２,２４０ 配給水管設計業務　他

7 .工事請負費 ４３４,１７５ 配給水管更新工事　他

1 .量水器購入費 ３８５ 量水器

2 .車両購入費 ３,５７６ 公用車２台

1 .元金償還金 ８９,８７２

1 .予備費 ３,０００

備　　　　　　　　　　考
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１　総　　　　　括

( )

( )

( )

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

（１）　特別職

( )

( )

( )

0 

前年度 0 0 0 0 

本年度 0 0 0 0 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 0 0 0 

0 －
比　　　　　　　較

－
121 0 

15 －

15 －

前　　　年　　　度
－

363 0 

本　　　年　　　度
－

484 0 

一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

区分

職 員 数        　給

特別職

△ 90 

前年度 3,546 910 5,603 1,026 

本年度 3,594 804 6,422 936 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 48 △ 106 819 

0 0
比　　　　　　　較

0
1,242 △ 1,680 

15 22

15 22

前　　　年　　　度
4

8,051 89,795 

本　　　年　　　度
4

9,293 88,115 

一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

給　　　　　与　　　　　費　　

区分

職 員 数        　給

特別職
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0 0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 

0 

（千円） （千円）

0 0 0 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

121 0 121 0 

0 363 0 363 

0 484 

（千円） （千円） （千円）

0 484 

手　　当  計

（千円）

△ 1,370 △ 341 

  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考

48 924 935 868 706 

2,076 2,005 16,253 13,196 5,597 13,190 

17,121 13,902 4,227 12,849 

78 

（千円） （千円）

126 3,000 2,940 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

2,003 △ 985 1,018 2,441 

63,480 161,326 45,671 206,997 

44,686 208,015 

（千円） （千円） （千円）

65,921 163,329 

手　　当  計

（千円）

　　明　　　　　細　　　　　書

  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考
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（２）　会計年度任用職員以外の一般職員

( )

( )

( )

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

（３）　会計年度任用職員

( )

( )

( )

※ （　）内は、短時間勤務職員数の外書きである。

0 

前年度 0 0 0 0 

本年度 0 0 0 0 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 0 0 0 

－ 0
比　　　　　　　較

0
1,121 0 

－ 0

－ 0

前　　　年　　　度
4

7,688 0 

本　　　年　　　度
4

8,809 0 

一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

区分

職 員 数        　給

特別職

△ 90 

前年度 3,546 910 5,603 1,026 

本年度 3,594 804 6,422 936 

（千円） （千円） （千円） （千円）

手　当　の　内　訳

区　分
扶養手当 住居手当 地域手当 通勤手当

比　較 48 △ 106 819 

－ 0
比　　　　　　　較

0
0 △ 1,680 

－ 22

－ 22

前　　　年　　　度
0

0 89,795 

本　　　年　　　度
0

0 88,115 

一般職  報　　 酬  給   　料

（人） （人） （千円） （千円）

区分

職 員 数        　給

特別職
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0 0 0 0 0 410 349 

0 0 1,426 1,193 0 0 

1,836 1,542 0 0 

0 

（千円） （千円）

0 0 0 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

1,880 323 2,203 759 

2,619 10,307 1,935 12,242 

2,258 14,445 

（千円） （千円） （千円）

3,378 12,187 

手　　当  計

（千円）

△ 1,370 △ 341 

  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考

48 924 935 458 357 

2,076 2,005 14,827 12,003 5,597 13,190 

15,285 12,360 4,227 12,849 

78 

（千円） （千円）

126 3,000 2,940 

賞与引当金
繰  入  分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員特
別勤務手当

管理職手当 児童手当 期末手当 勤勉手当
時 間 外
勤務手当

2 △ 1,308 △ 1,306 1,682 

60,861 150,656 43,736 194,392 

42,428 193,086 

（千円） （千円） （千円）

62,543 150,658 

手　　当  計

（千円）

  与　　　　　　　　費
法定福利費 合　　計

備 考
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

３　給料及び職員手当の状況

（１）　職員１人当たり給与

（２）　初　　任　　給

高 校 卒 ２０１，０００ ―

大 学 卒 ２２５，６００ ―

区 分
事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

　　　　　　　　　　　　（円） 　　　　　　　　　　　　（円）

平 均 年 齢 （歳）

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

その他の増減分

△６７３

区 分

その他の増減分

△４，１３８

手 当 ２，４４１

制度改正に伴う増減分

３，１１４

給 料 △１，６８０

給与改定に伴う増減分

１，７４１

昇給に伴う増加分

７１７

区　分 増　減　額（千円） 　　増　減　事　由　別　内　訳　　　　（千円）
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２０１，０００ ２０１，０００

２２５，６００ ２２５，６００

一　般　会　計　の　制　度

  一  般  行  政  職  （円）   技　能　労　務　職　（円）

－

４８．１ －

３４５，５２３ －

４１４，０２０

－

４６．８ －

３２６，７７６ －

３８３，４５０

職員の異動等によるもの

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

職員の異動等によるもの

地域手当、期末手当、勤勉手当等改正

給料改定率

２．２４％

昇給率

０．９２％

説 明 備 考
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（３）　級別職員数

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

※ （　）内は、再任用短時間勤務職員数の外書きである。

（級別の基準となる職務）

事 務 職 ・ 技 術 職 主 事 補 主 事 係 長 課 長 補 佐

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

計
２２

７級
１

６級
１

５級
３

４級
８

３級
７

２級
２

２１

令和６年１月１日現在

１級

１

計

７級

４

６級

６

５級

７

４級

３

３級

２級

令和７年１月１日現在

１級

区 分
事　　務　　職　　・　

級 職 員 数 （人）
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( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

６ 級 ７ 級

課 長 次 長 部 長

５ 級

計
１００．０ ０ ０．０

７級
４．５ ０ ０．０

６級
４．５ ０ ０．０

５級
１３．７ ０ ０．０

４級
３６．４ ０ ０．０

３級
３１．８ ０ ０．０

２級
９．１ ０ ０．０

０ ０．０

１００．０ ０ ０．０

１級

４．８ ０ ０．０

計

０ ０．０

７級

１９．０ ０ ０．０

６級

２８．６ ０ ０．０

５級

３３．３ ０ ０．０

４級

１４．３ ０ ０．０

３級

０ ０．０

２級

職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

１級

　技　　術　　職 技 能 労 務 職

構 成 比 （％） 級
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（４）　昇給

（５）　期末・勤勉手当

一 般 会 計 の 制 度
（　１．２００　） （　１．２００　）

２．３００ ２．３００

前 年 度
（　１．１７５　） （　１．１７５　）

２．２５０ ２．２５０

本 年 度
（　１．２００　） （　１．２００　）

２．３００ ２．３００

区 分
支 給 期 別 支 給 率

６月（月分） １２月（月分）

８号給 （人） ０

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ６８．２

４号給 （人） １３

６号給 （人） ０

２号給 （人） ０

３号給 （人） ２

（人） １５

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０
前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） ２２

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ）

８号給 （人） ０

比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） ６８．２

４号給 （人） １２

６号給 （人） ０

３号給 （人） ２
号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） ０

２号給 （人） １

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） １５

区 分 合 計

本

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） ２２
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（　２．４００　）
有

４．６００

（　２．３５０　）
有

４．５００

（　２．４００　）
有

４．６００

―

支 給 率 計 職制上の段階・
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備 考
（月分）

０ ―

６８．２

１３ ―

０ ―

０ ―

２ ―

１５ ―

０ ―

―

２２ ―

０ ―

６８．２

１２ ―

０ ―

―

２ ―

０ ―

１

２２ ―

１５ ―

代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職
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（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７）　地　域　手　当

（８）　特殊勤務手当

（ ）

（９）　その他の手当

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 同

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 同 異

扶 養 手 当 同

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 の 比 率
０．０

令 和 ６ 年 １ 月 １ 日 現 在 （％）

区 分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率
０．０

（％）

支 給 対 象 職 員 数 （人） ２２

一般会計の指定基準に基づく支給率 （％） ７

支 給 対 象 地 域 市 内 全 域

支 給 率 （％） ７

一 般 会 計 の 制 度
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

（支給率等）

（月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

区 分

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者
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差 異 の 内 容

０．０ ―                   

代 表 的 な 職 種

事 務 職 ・ 技 術 職 技 能 労 務 職

０．０ ―                   

定年前早期退職特例措置
（３～４５％加算）

４７．７０９
定年前早期退職特例措置

（３～４５％加算）

備考

（月分）

４７．７０９

最 高 月 数
そ の 他 の
加 算 措 置 等
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー：

当年度純利益（△は当年度純損失） △ 128,804

　　　減価償却費 799,587

　　　固定資産除却費 6,940

　　　引当金の増減額（△は減少） 1,254

　　　長期前受金戻入額 △ 503,649

　　　受取利息及び受取配当金 △ 1

　　　支払利息 20,286

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 4,745

たな卸資産の増減額（△は増加） 300

　　　前払金の増減額（△は増額） △ 150,776

　　　未払金の増減額（△は減少） 10,000

　　　　　小計 50,392

　　　利息及び配当金の受取額 1

　　　利息の支払額 △ 20,286

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 30,107

２　投資活動によるキャッシュ・フロー：

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 709,167

　　　寄附金による収入諸分担金等による収入 13,752

負担金による収入 28,537

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 666,878

３　財務活動によるキャッシュ・フロー：

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 110,000

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 89,868

　　　他会計からの出資による収入 20,400

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 40,532

  資金増加額（又は減少額） △ 596,239

　資金期首残高 2,658,478

　資金期末残高 2,062,239

令和７年度木津川市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１．

（１）給 水 収 益 1,193,927

（２）受 託 工 事 収 益 1

（３）他 会 計 負 担 金 1,882

（４）そ の 他 営 業 収 益 2,113 1,197,923

２．

（１）原 水 及 び 浄 水 費 692,070

（２）配 水 及 び 給 水 費 135,804

（３）総 係 費 146,115

（４）減 価 償 却 費 785,244

（５）資 産 減 耗 費 1,165

（６）そ の 他 営 業 費 用 46 1,760,444

△ 562,521

３．

（１）受 取 利 息 1

（２）下 水 道 負 担 金 60,058

（３）他 会 計 負 担 金 7,297

（４）他 会 計 補 助 金 41

（５）長 期 前 受 金 等 戻 入 491,379

（６）雑 収 益 2,311 561,087

４．

（１）支 払 利 息 21,986

（２）雑 支 出 1 21,987 539,100

△ 23,421

５．

（１）過 年 度 損 益 修 正 益 54,545 54,545

６．

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 7,608 7,608 46,937

23,516

119,759

143,275

令和６年度　木津川市水道事業会計予定損益計算書（前年度分）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営   業   収   益

営   業   費   用

営　業　損　失

営  業  外  収  益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営  業  外  費  用

経　常　損　失

特   別   利   益

特   別   損   失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
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（単位：千円）

１．固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

イ 土 地 3,961,205

ロ 建 物 1,186,777

減 価 償 却 累 計 額 △ 664,451 522,326

ハ 構 築 物 36,420,370

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,068,344 18,352,026

ニ 機 械 及 び 装 置 3,631,214

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,580,669 1,050,545

ホ 車 両 運 搬 具 28,655

減 価 償 却 累 計 額 △ 24,348 4,307

ヘ 工 具 及 び 器 具 備 品 87,685

減 価 償 却 累 計 額 △ 56,536 31,149

ト 建 設 仮 勘 定 726,567

24,648,125

無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 839

839

投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 2,882,648

2,882,648

27,531,612

２．

現 金 預 金 2,658,478

未 収 金 195,870

△ 14,987 180,883

貯 蔵 品 19,051

2,858,412

30,390,024

（２）

貸 倒 引 当 金

（３）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

（３）

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流  動  資  産

（１）

令和６年度　木津川市水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）

（令和７年３月３１日）

資  産  の  部

（１）

有 形 固 定 資 産 合 計

（２）
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３．

企 業 債

イ 建 設 改 良 企 業 債 1,392,690

リ ー ス 債 務 0

修 繕 引 当 金 272,925

1,665,615

４．

企 業 債

イ 建 設 改 良 企 業 債 89,868

リ ー ス 債 務 0

未 払 金 250,818

賞 与 等 引 当 金 14,149

そ の 他 預 り 金 97,640

452,475

５．

28,066,415

△ 14,890,338

13,176,077

15,294,167

６．

自 己 資 本 金 4,605,813

4,605,813

７．

資 本 剰 余 金

イ 国 府 補 助 金 71,825

ロ 工 事 負 担 金 1,968,166

ハ 諸 分 担 金 3,469,555

ニ 受 贈 財 産 評 価 額 1,270,900

ホ そ の 他 資 本 剰 余 金 2,882,648

9,663,094

利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 152,967

ロ 利 益 積 立 金 72,500

ハ 建 設 改 良 積 立 金 458,208

ニ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 143,275

826,950

10,490,044

15,095,857

30,390,024

（２）

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資   本   金

（１）

資 本 金 合 計

剰   余   金

（１）

資 本 剰 余 金 合 計

繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

流 動 負 債 合 計

固  定  負  債

（１）

（２）

（３）

固 定 負 債 合 計

流  動  負  債

負  債  の  部
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（単位：千円）

１．固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

イ 土 地 3,961,205

ロ 建 物 1,186,777

減 価 償 却 累 計 額 △ 686,497 500,280

ハ 構 築 物 36,839,620

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,758,283 18,081,337

ニ 機 械 及 び 装 置 3,910,714

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,659,689 1,251,025

ホ 車 両 運 搬 具 31,906

減 価 償 却 累 計 額 △ 25,069 6,837

ヘ 工 具 及 び 器 具 備 品 87,685

減 価 償 却 累 計 額 △ 64,397 23,288

ト 建 設 仮 勘 定 726,793

24,550,765

無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 839

839

投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 2,582,648

2,582,648

27,134,252

２．

現 金 預 金 2,062,239

未 収 金 195,478

△ 9,850 185,628

貯 蔵 品 18,751

前 払 金 450,776

2,717,394

29,851,646

（２）

貸 倒 引 当 金

（３）

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

（４）

無 形 固 定 資 産 合 計

（３）

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流  動  資  産

（１）

令和７年度　木津川市水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和８年３月３１日）

資  産  の  部

（１）

有 形 固 定 資 産 合 計

（２）
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３．

企 業 債

イ 建 設 改 良 企 業 債 1,409,734

リ ー ス 債 務 0

修 繕 引 当 金 272,925

1,682,659

４．

企 業 債

イ 建 設 改 良 企 業 債 92,956

リ ー ス 債 務 0

未 払 金 260,818

賞 与 等 引 当 金 15,403

そ の 他 預 り 金 97,640

466,817

５．

28,403,507

△ 15,388,790

13,014,717

15,164,193

６．

自 己 資 本 金 4,626,213

4,626,213

７．

資 本 剰 余 金

イ 国 府 補 助 金 71,825

ロ 工 事 負 担 金 1,968,166

ハ 諸 分 担 金 3,469,555

ニ 受 贈 財 産 評 価 額 1,270,900

ホ そ の 他 資 本 剰 余 金 2,582,648

9,363,094

利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 154,143

ロ 利 益 積 立 金 72,500

ハ 建 設 改 良 積 立 金 458,208

ニ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 13,295

698,146

10,061,240

14,687,453

29,851,646

（２）

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資   本   金

（１）

資 本 金 合 計

剰   余   金

（１）

資 本 剰 余 金 合 計

繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

流 動 負 債 合 計

固  定  負  債

（１）

（２）

（３）

固 定 負 債 合 計

流  動  負  債

負  債  の  部
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期 間 金 額 期 間 金 額 企 業 債
基 金

繰 入 金
そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

山城浄水場更新工事
 (2,225,952)
  2,504,315

令和４年度
～

令和６年度
785,073

令和７年度
～

令和８年度
1,440,879 500,000 900,000 40,879

山城浄水場更新工事監理
業務委託

　　(32,615)
　　 35,750

令和４年度
～

令和６年度
16,895

令和７年度
～

令和８年度
15,720 15,720

水道メーター検針等関連
業務

  　(76,746)
  　 76,746

令和７年度
～

令和１０年度
76,746 76,746

水道料金システムハン
ディターミナル更新業務

  　(13,840)
  　 13,840

令和７年度
～

令和８年度
13,840 13,840

合　　計
 (2,349,153)
  2,630,651

801,968 1,547,185 500,000 900,000 147,185

注：(　)内の数値は支出予定額

債務負担行為に関する調書

事　　項 限 度 額

前年度末までの
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳
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